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  徳山下松港及び宇部港において、国や民間事業者との連携の下、大水深公共桟

橋や荷さばき施設等の整備の推進 

  港湾運営会社※を核として、広域の石炭需要や石炭輸送の動向を把握するととも

に、施設整備後を見据え、大型船を用いた石炭の共同輸送を促進 

  三田尻中関港におけるコンテナターミナル※の再編整備、岩国港における臨港道

路の整備、徳山下松港におけるフェリーターミナルの再編整備等、各港の特性に応

じた港湾整備の推進 

  利用者等のニーズを把握し、これまでの取組を検証した上で、ポートセールス※等

の更なる推進 

  

 

  

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 港湾は、原材料やエネルギー資源の輸入、製品出荷等において基礎素材型産業

を支える重要インフラ 

○ 港湾取扱貨物量（117 百万トン）は全国第 10 位、石炭取扱量は全国第 1 位と

全国有数の物流拠点を形成（平成 30年（2018年）港湾統計） 

○ 県経済・雇用を牽引する基礎素材型産業は自家発電を大規模に行うエネルギー

自立型プラントであり、安価で安定的な電力と蒸気の熱利用により、国際競争力

を確保 

○ 石炭の一括大量輸送を実現し、企業の国際競争力強化に資する｢国際バルク戦

略港湾※｣施策の早期実現に向けた取組を推進 

 

 

 
 

○ 国際拠点港湾（徳山下松港、下関港）、重要港湾（岩国港、三田尻中関港、宇

部港、小野田港）において、コンテナ貨物の増加等に対応する港湾整備を推進 

・ 岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始。（2016(平成 28)年 4 月） 

・ 三田尻中関港のガントリークレーン増設。（2018(平成 30)年 3月） 等 

［課題と方向性］ 

● 徳山下松港及び宇部港において、石炭の安定的かつ安価な輸送を実現するため

の港湾施設整備、企業間連携の促進が必要 

● 取扱貨物量や地域のニーズ等を踏まえ、県内各港の特性に応じた港湾の機能強

化や利用促進に向けた取組の一層の強化が必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

・「国際バルク戦略港湾（石炭）」への選定（徳山下松港・宇部港(平成 23年（2011年)5月)） 
・ファーストポート※となる大水深桟橋のほか、各地区で港湾施設整備を推進 
・徳山下松港について、｢港湾運営会社※｣の設立（平成 29年（2017年）9月）、「特
定貨物輸入拠点港湾（石炭）」への指定（平成 30年（2018年）2月） 

・岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始（平成 28年(2016年）4月） 
・三田尻中関港のガントリークレーン増設（平成 30年(2018年）3月）等 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化〕 No   1 

 
－１ 
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● 国際バルク戦略港湾※（徳山下松港・宇部港事業スキーム） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

取 組 令和 3 年度（２０２１年度） 令和 4 年度（２０２２年度） 令和 5 年度（２０２３年度） 

「国際バルク戦略

港湾※」の計画的

な取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内各港の特性

に応じた港湾の機

能強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現状値 令和 5 年度（2023 年度） 

目標値 数値 基準年/年度 

石炭共同輸送の実施回数 11回 
令和元年度 

（2019年度） 
３５回/3年 

＜宇部港＞航路の浚渫等 

＜コンテナ貨物の増加等に対応した国際拠点港湾及び重要港湾の整備＞ 

コンテナターミナル※・フェリーターミナルの再編整備、臨港道路の整備、岸壁改良(耐震)等 

【ソフト面】 港湾運営会社※を核として、施設整備後の一括大量輸送を見据えた 
石炭の共同輸送等の促進 

＜港湾物流の効率化、コスト縮減に向けたソフト施策の充実＞ 

ポートセールス※、港湾施設使用料の減免等 

【ハード面】 ケープサイズ級などの大型船舶入港を実現する施設の整備 

＜徳山下松港＞桟橋新設、岸壁延伸、航路・泊地の浚渫、荷役機械の整備（民間）等 

＊ 

※ 
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 周南地区における水資源・渇水対策 

  島田川工業用水道による工業用水の安定供給、和田取水の川上ダムへの一時

貯留や下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用、水運用の見直し等

による渇水対策の強化 

 宇部・山陽小野田地区における水資源・渇水対策 

企業の減量や投資動向等を踏まえた供給体制の再構築、宇部丸山ダムにおけ

る貯水システムの効果的な運用、水運用の見直し等による渇水対策の強化 

 料金制度の効果的な運用 

企業のコスト競争力の強化に向けた二部料金制※の運用 

 施設の老朽化対策等の推進 

 「施設整備１０か年計画※」に基づく工業用水道施設の計画的・重点的な老朽化

対策等の推進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 周南地区において、水系を越えた広域的な供給体制を構築し、企業ニーズに対
応した新たな水資源を確保するため、令和 2年度（2020年度)から島田川工業用
水道の給水を開始 

○ 慢性的な渇水への対策として、平成 26年度（2014年度）から川上ダムへの一
時貯留、下松市工業用水による応援給水制度、宇部丸山ダムにおける貯水システ
ムの運用を開始 

○ 企業のコスト競争力の強化を図るため、企業の節水努力が料金に反映される
二部料金制※を平成 26 年度（2014 年度）から周南地区、岩国地区、宇部・山陽
小野田地区、美祢地区において順次導入 

○ 「施設整備１０か年計画※」に基づき、計画的・重点的な老朽化対策等を推進す
るとともに、企業ニーズを踏まえた宇部・山陽小野田地区の供給体制の再構築な
ど、工業用水の安定供給体制の強化に向けた取組を推進 

 

［課題と方向性］ 

● 渇水対策の一層の強化や企業のコスト競争力強化に向けた要請への対応 

● 企業の事業再編や新規投資計画等に伴う工業用水の需給状況の変化への的確

な対応 

● 本格的な更新時期を迎える管路等工業用水道施設の老朽化対策や供給体制の

再構築等による安定供給体制の強化 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔「産業の血液」工業用水の安定供給体制の強化〕 No   1 

 
－２ 
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３ 工程表 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現状値 令和 5 年度（2023 年度）

目標値 数値 基準年/年度 

工業用水道管路の更新整備延長

（累計） 
３．５Ｋｍ 

令和元年度 

（2019年度） 
５．４Ｋｍ 

取 組 令和 3 年度（2021 年度） 令和 4 年度（2022 年度） 令和 5 年度（2023 年度） 

周南地区におけ

る水資源・渇水

対策 

ソ
フ
ト 

 

 

 

 

 

 

 

宇部・山陽小

野田地区に

おける水資

源・渇水対策 

 
ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

料金制度の

効果的運用 

 

ソ
フ
ト 

  

 

 

 

施設の老朽

化対策等の

推進 

 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

＜宇部丸山ダムにおける貯水システムの効果的な運用＞ 
＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜二部料金制※の運用＞ 

＜管路等の老朽化対策の推進＞ 

＜供給体制の再構築＞ 

工業用水道施設整備 

＜隧道（ずいどう（トンネル））の点検及び補修・補強＞ 

＜島田川工業用水道の効果的な運用＞ 

＜和田取水の川上ダムへの一時貯留＞ 

＜下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用＞ 

＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

●周南地区における工業用水道 ●宇部･山陽小野田地区再構築 

島地川ダム

川上ダム

菅野ダム

向道ダム

水越ダム

末武川ダム

温見ダム

光 市

下 松 市

御屋敷山

配 水 池

島 田

ポンプ場

周 南 市

島田川
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 高規格幹線道路※の建設促進 

広域的な連携の強化に資する山陰道の建設を促進 

 地域高規格道路※等の建設促進 

地域高規格道路や、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の建設

を促進 

 特殊車両通行許可制度※の改善 

物流生産性向上のための特殊車両通行許可制度の改善 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 迅速かつ円滑な物流等を実現するため、物流等基盤強化に資する山陰道や地域

高規格道路※、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の建設を促進

するとともに、特殊車両通行許可制度※を改善 

 

・山陰道（長門・俵山道路）の開通（令和元年（2019 年)9 月） 

・山陰道（俵山・豊田道路）の整備促進（平成 28 年（2016 年)4 月～） 

・山陰道（木与防災）の整備促進（平成 29 年（2017 年)4 月～） 

・岩国大竹道路（国道２号岩国・大竹道路）の整備促進（平成 13 年（2001 年)4 月～） 

・小郡萩道路（国道４９０号絵堂萩道路）の整備推進（平成 26 年（2014 年)4 月～） 

・国道１８８号藤生長野バイパスの新規事業化（平成 31 年（2019 年)4 月） 

・国道１８８号柳井・平生バイパスの新規事業化（令和 2 年（2020 年)4 月） 

・幹線道路等の整備により、主要渋滞箇所の渋滞が緩和（83 箇所→70 箇所に減少） 

・物流上重要な道路輸送網を重要物流道路とし、供用中区間を指定（平成 31 年（2019 年)4 月） 

・国道２号等、一定の要件を満たす国際海上コンテナ車（40ft 背高）の特殊車両通行許可を不 

要とする道路を指定（令和元年（2019 年)7 月） 
 

［課題と方向性］ 

● 瀬戸内基幹企業※群のコスト競争力強化や生産性向上を図るため、アクセス性

の向上や渋滞の緩和などに資する幹線道路網の整備等が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔迅速かつ円滑な物流を支える幹線道路網の整備〕 No   1 

 
－３ 
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３ 工程表 

取 組 令和 3 年度（2021 年度） 令和 4 年度（2022 年度） 令和 5 年度（2023 年度） 

高規格幹線道路※

の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域高規格道路※

等の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊車両通行許可

制度※の改善 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現状値 令和 5 年度（2023 年度） 

目標値 数値 基準年/年度 

国道・県道の整備完了延長 － － ３０km/3 年 

緩和する主要渋滞箇所数 － － ３箇所/3 年 

● 山口県の幹線道路網 

＜山陰道（未着手区間）の新規事業着手＞ 

＜岩国・大竹道路の整備促進＞ 

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）の整備推進＞等 

＜利用者ニーズの把握、輸送ルートの選定＞等 

＜国際海上コンテナ車（40ft 背高）の特殊車両通行許可を不要とする道路の指定＞等 

＊ 

＜山陰道（俵山・豊田道路）の整備促進＞ 

＜山陰道（木与防災）の整備促進＞ 

＊ 

＜下関北九州道路等の早期事業化＞ 
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１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内コンビナートの国際競争力の強化に向け、全県的な連携を図るため、「山

口県コンビナート連携会議（平成 27年（2015年）設置）を運営 

○ 県内各地域（岩国・大竹、周南、宇部・山陽小野田）において、「地域コンビ

ナート企業連携検討会議」を中心に、安全防災や規制緩和、人材育成等、これま

でに 12件の企業間連携が実現（令和元年度（2019年度)末時点） 

 

 

 

 

 

 
 
 
［課題と方向性］ 

● 石油・石化製品の国内需要の減少やグローバル競争の激化に対応するため、経

済再生に向けた石油・石油化学・化学産業※等の国際競争力の強化が必要 

● 本県の強みである瀬戸内沿岸の基幹企業の国際競争力の強化、生産性の向上、

成長分野への投資拡大、さらには、「2050年カーボンニュートラルの実現」やス

マート化への的確な対応を図るため、地域コンビナート内の企業間やコンビナー

ト間の連携をより一層促進していくことが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 

 

 県内のコンビナート地域の強靭化、高度化に資する企業間連携に向けた取組の加速 
 

・ 環境・エネルギー対策 （ＣＯ２利活用技術※等の検討） 

・ スマートコンビナート※の促進 （実証テーマ等の検討） 

・ 地域中核企業※等との技術交流の促進 （瀬戸内技術交流会の開催等） 

・ 防災対策強化の促進 （災害等に対する危機管理体制の情報交換等） 

・ 産業人材の育成 （産学公連携による人材育成の促進） 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔国際競争力の強化に向けたコンビナート企業間の連携促進〕 No   1 

 
－４ 

主な実現内容  
・大規模地震・津波に対する危機管理体制の強化（平成 27 年度（2015 年度）) 

・各社遊休資産等のデータベースの構築(平成 28 年度（2016 年度)) 

・研修の共同実施（人材育成スキルアップセミナー）(平成 29 年度（2017 年度))  

・工場立地法に係る規制緩和の共同提案(平成 29 年度（2017 年度)、平成 30 年度（2018 年度)) 

・石油精製のボトムレス化※を見据えた燃料分解重油連携事業の実現(平成 30 年度（2018 年度)) 

 

主な 

連携 

テ-マ 
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３ 工程表 

取 組 令和 3 年度（2021 年度） 令和 4 年度（2022 年度） 令和 5 年度（2023 年度） 

「次世代型コンビナー

ト※」企業間連携モデ

ルの構築の促進 

   

コンビナート企業間

連携の促進 

   

 環境・エネルギー

対策 

 

 

  

スマートコンビナー

ト※の促進 

   

地域中核企業※等と

の技術交流の促進 

 

 

  

防災対策強化の

促進 

   

産業人材の育成 

 

   

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現状値 令和 5 年度（2023 年度） 

目標値 数値 基準年/年度 

大規模連携事業の創出件数（累計） １件 令和元年度

（2019年度） 

３件 

連携テーマの創出件数（累計） １２件 １８件 

山口県コンビナート連携会議(事務局：産業戦略部）
（構 成）

会 長 ： 山口県知事
メンバー ： 企業、金融機関、高等教育機関、行政機関（国、市町等）

岩国・大竹地域

コンビナート企業連携
検討会議

周南地域
コンビナート企業連携

検討会議

宇部・山陽小野田地域
コンビナート企業連携

検討会議

地域間連携テーマ別検討会（ワーキング）（仮称）

連携テーマ
提案・調整

連携テーマ
提案・調整

連携テーマ
提案・調整

助言・提案 報告・共有

コンビナート間連携連絡会議（各地域座長企業等意見・情報交換会)

テーマ別ＷＧ ・・・・・・・・・・テーマ別ＷＧ テーマ別ＷＧ

＜コンビナート企業連携による高度機能統合に向けた大規模連携事業の促進＞ 

＜国への要望の検討・実施等＞ 

＜県コンビナート連携会議の開催・地域間連携テーマ別検討会(仮称)の設置・開催等＞ 

国際競争力の強化・地域経済の活性化 

雇用の確保・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨの確保 

地域内コンビナート連携 

新事業展開（製品の高

付加価値化） 

コスト競争力強化（原料

調達強化、設備の共同利

用・高度化等） 

他地域コンビナート 

コンビナートＢ 

コンビナートＣ 

連

携

促

進 

コンビナートＡ 

＜CO2 削減・利活用技術※等の検討・技術交流の促進等＞ 

＜未来技術※を活用したスマートコンビナートに係る実証事業の検討等＞ 

＜「やまぐち R&D ラボ※」「瀬戸内技術交流会」を通じた技術・事業連携の促進＞ 

＜大規模災害に対する危機管理体制の情報交換による防災対策強化の促進＞ 

主

な 

連

携

テ

｜

マ 

＜産学公連携による人材育成プログラムの推進（プラント技術者等）＞ 


